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戦前期日本紡績業の萌芽的マーケティング
柳 偉達
1 はじめに
戦前期の日本には配給論ないし市場論という形で，流通事象が論じられ
たこともあるが，マーケティングという流通ないし販売技術が大々的に日
本に導入され，その経営経済的・社会的研究が本格的に展開されるのは，
戦後のアメリカのマネジリアル・マーケティングの日本への導入以降のこ
とであるといわれている％これに対して，日本のマーケティング史， と
りわけ戦前期のマーケティングの研究を行う学者の間では，戦前期の日本
はアメリカの影響を受けずに全国流通にチャレンジする酒造業者の市場活
動があり，洋菓子や化粧品などの洋風消費財において市場の調査が行わ
れ，個別販売手法が導入されたのではないかと主張されている。しかし，
戦前期日本のマーケティングの萌芽ないし生成を主張するこのような諸研
究においては，ある業界の先進的な個々の企業のマーケティング活動の分
析のみがなされているので，日本のマーケティング全体を論じることには
少し無理があり，また個別企業の広告や販売活動などが取り挙げられ，い
わばマーケティング諸機能の全体ではなく，一部分に関する検討が行われ
ているにすぎないと批評されている凡
1)阿部真也・但馬末雄・前田重朗・三国英実・片桐誠士編著「流通研究の現状と課
題」ミネルヴァ書房， 1995年， 104ペー ジ。
2)近藤文男・若林靖永編著『日本企業のマス・マー ケティング史」同文舘.1990年，17ページ。
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本稿の課題は，資本主義の独占段階に入った戦前期日本の紡績業におけ
る国内綿製品市場での諸活動を明らかにしたうえで．これらの活動内容が
マーケティングの生成あるいは萌芽的マーケティングといえるかどうかを
論証することにある。マーケティングの生成を議論するにあたりまずそ
のものの定義と研究対象を確認しなければならない。本稿では，マーケ
ティングを独占資本の市場獲得・支配の諸活動の総称と捉える乳マーケ
ティングは直接的には資本の流通過程（とくに販売過程）にかかわるもの
であると同時に，個々の独占資本の市場の確保・拡大にかかわる問題でも
ある4)。マーケティングとは．販売を自己の問題としてそれ自身の手で処
理する必要に迫られ，またその能力をもつに至った独占資本が，販売を自
らの問題として，自らそれを解決するために展開するもろもろの計画．行
動の総称である5)。上述のようなマーケティングに関する基本的な認識に
基づいて，マーケティングの生成における具体的な考察の対象として考え
られるものはマッカーシーのいわゆる4P(製品，場所，販売促進．価格）
に集約される。
以下では，戦前期日本の紡績業における独占体制の形成を確認し，紡績
業全体の市場活動および鐘淵紡績の個別の市場活動について考察する。そ
して． これを踏まえ．独占体制下で行われた戦前期日本の紡績業の市場活
動がマーケティングの生成といえるかどうかについて論証し．その特徴を
分析する。
3)森下二次也「マーケティング論の体系と方法J千倉書房,1993年, 133ペー ジ。
4)同上書,12-15ペー ジ。
5)森下二次也監修「マーケティング経済論』上巻． ミネルヴァ書房, 1972年.9 
ペー ジ。
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2 戦前期日本紡績業における独占の形成と国内市場活動
(1)独占体制の形成
日本経済が重化学工業を軸とする段階に到達したのは太平洋戦争後であ
るのに対し，近代的紡績業は当初先進国から100%の移植産業として生ま
れ，明治，大正および昭和前期にわたって日本産業の近代的発達を示す最
も代表的な部門だったといってよい6)。戦前期日本紡績業の発展段階は産
業規模の拡大と綿製品市場構造の変化に基づいて，形成期 (1870~1880年
代前半），確立期 (1880年代後半~1910年代）および展開期 (1920年代）
に分けることができる”。
形成期からみよう。 1868年から1870年には，いわゆる三始祖紡の鹿児島
紡績所，堺紡績所および鹿島紡績所が当時の綿業先進国のイギリスから紡
績機械を導入して，次々と設立された。これらの紡績所は，開港以降，外
国綿製品が大量に流入するなかで，棉花ー紡績一綿織物という綿業三分化
工程の進展によって伝統的な綿製品市場が根底から改変されつつあった時
期に設立されたため，はじめから低廉で良質な外国綿製品との競合を余儀
なくされ，期待された成果をあげることはできなかった。明治政府は，輸
入への対応策として，機械制綿糸紡績業の育成を殖産興業政策の一環に位
置づけ， 1878年にイギリスから紡績設備と技術を導入し， 2,000錘紡ない
し10基紡と呼ばれた紡績工場をはじめて設立した8)。明治政府は紡績機械
を輸入して民間に年賦で払い下げ，また民間輸入の紡績機械の代金を立て
替えて支払う。これらの措懺によって1882~1885年の間になんと同規模の
9紡績所が開業し，以降，政府からの資金援助を受けて，さらに 6つの
2,000錘紡績所が設立された叫いわゆる2,000錘紡績は政府による資金や
6)高橋亀吉『日本近代経済発達史』第3巻，東洋経済新報社， 1973年， 484ペー ジ。
7)長岡新吉『近代日本の経済』ミネルヴァ書房， 1985年， 14-21ペー ジ。
8) 9)同上書 15ペー ジ。
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技術の援助などの育成奨励を受けて創出されたが,1878年当時．国内の機
械制紡績による綿糸の生産高が輸入綿糸のわずか2.8%にすぎなかった。
単純に計算すると．全国各地で241ヵ所の2,000錘紡績の工場が操業すれば．
輸入綿糸は駆逐できることになる 10)。実際のところ．松方財政（緊縮財政）
の影響で政府の援助が大きく制限されると．すでに設立された2,000錘紡
績の多くは運転資金などの追加投資に困難が生じ，技術的・地理的な条件
の制約もあって，経営上の不振を極めた。 1883年に開業した大阪紡績株式
会社は，資本制企業として実質的に日本の近代的紡績業の幕開けであっ
た。この大阪紡績は資金蓄積のある華族および政商的実業家のほか．大阪
地方の金融・綿業関係者等の広範囲にわたる資金を集中させ．初の 1万錘
紡績に必要な運転資金負担を第一国立銀行に依存することで解決した。大
阪紡績は 1日2交代制で工場をフル稼働させ．生産高の増大を図るととも
に．生産原価の切り下げと品質の向上に努めた11)。輸入綿糸が運賃．保険
料などの諸経費を負担しなければならないことと．国内の2,000錘紡績を
はじめ，在来の農村家内手紡や改良型のガラ紡などの生産能率が低いこと
を考慮すると．大阪紡績はこれまでの国内紡績による綿糸はもちろん，輸
入綿糸とも十分競争できる能力を有したのである。このように．大阪紡績
は近代的日本紡績業の発展過程において，はじめて経営上の成功を収めた
資本制大企業であると位置づけられる。
確立期に眼を転じよう。明治後期の日本はほぼ資本主義の確立期にあた
るといってよいだろう。 1886年の銀貨兌換制の確立などで．日本の近代的
金融制度が整備されるようになって．資本制企業とりわけ資本制紡績企業
の設立ブームが大阪紡績の成功を機に引き起こされた。東京，鐘淵．尾
張三重摂津，尼崎など大阪紡績と同じような大規模な紡績会社が都市
部商人層を主体として相次いで誕生した12)。1886~1889年までの近代的紡
10)日清紡績株式会社編『日清紡績六十年史』日清紡績株式会社， 1969年， 6ペー ジ。
11)同上書 9ペー ジ。
12)同上書 10ペー ジ。
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績企業の設立ブームについて，鐘淵紡績の設立経緯を取り挙げてみてみよ
う。「明治18年 (1885年）頃に東京で繰綿問屋と称するのは，三越・白木
屋・大丸・荒尾・奥田・小津・川北・長谷川・西川の僅か9軒であった。
当時国内の綿花相場は，これら 9軒の問屋によって左右され，いくら綿
花が生産されても，これらの問屋の手を経なければ買い入れることもでき
なかった。……その頃，中国綿が輸入されるようになり，それに動揺した
問屋仲間は賛否両論で，ついに改革派と保守派に分裂した13)」。三越・白
木屋・大丸・荒尾・奥田などの改革派は翌年の1886年に，広く同業者間で
株式を募集し，綿花の定期売買を開始することを決定したうえで，資本金
10万円で鐘淵の前身となる「有限責任東京綿商社」を創立した14)。近代的
紡績業に対応する商業資本へと転化したとはいえ，「有限責任東京綿商社」
の創立者たちは先に創設された大阪紡績などの好業績に刺激され，紡績兼
営を試みてついに紡績専営に踏み出して， 1888年に同社名は「有限責任鐘
淵紡績会社」と変更されたのである15)。三重紡は国立銀行の資本投入を受
けたとみられるが，鐘淵紡などは当時の資産家と呼ばれた人達の資本によ
るものであった。このような近代的紡績業の産業規模をみると，綿糸生産
に必要な紡錘数は1886年の81,264錘から1890年の358,184錘に増加し，同時
期の綿糸生産高も16,217梱から108,374梱へと激増した16)。1890年に国内綿
糸生産高ははじめて輸入綿糸量を凌駕した17)。しかし，輸入綿糸とりわけ
インド綿糸と直接競争してそれを国内市湯から駆逐するまでには至らな
かったため，紡績業界は輸入綿糸から国内市場を奪回することが紡績業を
産業資本として確立するための必要条件だと認識し，紡績機械を生産性の
より高いものに転換することや，国産棉花と中国棉花を安価で良質なイン
13)鐘紡株式会社社史編纂室『鐘紡百年史』鐘紡株式会社, 1988年, 12ペー ジ。
14)同上書, 13ペー ジ。
15)同上書,20ペー ジ。
16) 日清紡績株式会社．前掲書. 11ペー ジ。
17)長岡新吉．前掲書, 16ペー ジ。
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ド棉に切り換えることや，労働力を男子から低賃金の女子に移すことな
ど，輸入綿糸に対抗しうる20番手綿糸の生産と価格水準の低下を可能にす
るいわゆる再生産構造に取り組んだ18)。このように，近代的紡績業は綿糸
を中心とする著しい発展を遂げる一方， 1880年代末に始まりしだいに本格
化した兼営織布業も務めた19)。日清戦争を挟む1890年代に，近代的紡績業
は産業資本として確立された。国産太番手綿糸が輸入綿糸を国内市場から
追い出しつつあったとはいえ， 1890年に業界全体ではじめて恐慌に直面す
るなど，国内市場における太番手綿糸の供給過剰は顕著となった20)。構造
上の対策として．紡績業界では企業合同といわれる合併・買収が実行され
るようになり，大紡績企業の一層の規模拡大が促がされた。第1次世界大
戦 (1914~1918年）前に， 日本の近代的紡績業における独占体制が確立し
たとみられている。戦後の1919年には，払込資本金5,000千円以上の鐘淵
紡績東洋紡績，大日本紡績，富士瓦斯紡績などの 6社が全紡績払込資本
金の56%,純利益金の69.8%,綿糸生産高の69.6%を占め，払込資本金利
益率は109.7%と全体の平均水準の88%を大きく上回り，日本の近代的紡
績業は独占体制を固めたことが示されている21)。なお，需給調整の一時的
な対策として1882年に設立され， この時期の独占体（カルテル）として機
能していた紡績連合会は，業界内において操業短縮を頻繁に実施するよう
になり，それを独占利潤の獲得手段として機能させたのである22)。紡績連
合会は国内市場に向けて操業短縮を行うと同時に，綿糸布輸出奨励制度を
導入し，海外市場への綿糸布輸出を推進した。 1910年以降日本綿製品の
輸出先は中国本土をはじめ，香港，英領インドなどの 9カ国と地域に及ん
だ23)。日本製綿糸布の輸出割合は1913年にそれぞれの総生産高の30.9%と
18)長岡新吉．前掲書.17ペー ジ。
19)司法省調査部「世態調査資料』第30号,1940年,87ペー ジ。
20)日清紡績株式会社，前掲書.14ペー ジ。
21)藤井光男『経営史一日本』日本評論社.1982年,121ペー ジ。
2)長岡新吉．前掲書.18ペー ジ。
23)同上書,26-27ペー ジ。
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46.6%に達した24)0 
さて，展開期について述べよう。第1次世界大戦を契機に日本の近代的
紡績業は莫大な利潤を収めたが，戦後になって，紡績業界は積極的に合理
化を展開した。紡績技術の革新や最新鋭の紡績機械の導入などによって，
労働生産性を向上させ，生産費の切り下げを図った。合理化の進展に伴っ
て，紡績業の生産の重点が綿糸から綿布へと移された。しかし，綿布生産
の主体はそれまでの低級品ではなく，高級綿布であった。さらに，高級綿
布の生産に欠かせない漂白整理業・染色加工業も発展してきた。綿糸生産
においても，中番手・細番手綿糸の生産が増加した25)。こうして，合理化
を基礎とした高級品生産体制の構築によって， 日本の近代的紡績業は世界
的な競争力を備えるに至った。日本国内においては綿製品の生産は高級品
に中心が置かれ，輸入イギリス製品と対決して行くことになり，他方輸出
においては中国市場のみならず，次第にインド市場も重視されるようにな
り，中番手・細番手の綿糸でイギリスと競争することになる。このよう
に，紡績業界は当時の日本綿製品の最大の海外市場であり，アジア太糸市
場の中心であった中国綿製品市場に対し，自らの世界戦略を前提に，現地
市場への支配力の維持と拡大を目的として，資本輸出による「在華紡」進
出へと向かった。「在華紡」の進出によって中国綿製品市場が再編成され
た。中国の低・中級品市場では「在華紡」製品が支配的地位を占める一
方，高級品市場もイギリス製品を駆逐した日本綿製品の支配下に置かれる
ようになった。近代的紡績業は世界戦略を確実に進めるなかで，コスト削
減を目的とした合理化をさらに推進した。自動織機，シンプレックス精紡
機ハイドラフト精紡機などの最新の機械が次々と生産工程に導入され，
生産能率が著しく増進した26)。こうして日本綿製品とりわけ綿布は海外市
場の拡大を果たした。 1933年に日本の綿布輸出量はイギリスの20億3,000
24)長岡新吉，前掲書,24~25ペー ジ。
25)同上書,19ペー ジ。
26)有沢広巳編『日本産業史J1, 日本経済新聞社， 1990年， 313ペー ジ。
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万ヤードを超え，ついに世界第1位の座に上り詰めた27¥
以上において．戦前期日本の紡績業の発展経緯を辿ってみた。近代日本
の産業発展の中核と称される戦前期日本の紡績業は1890年代に産業資本と
して確立され．第1次世界大戦前に独占体制を打ち立てた。以下では．紡
績業全体および鐘淵紡績の事例を取り挙げ．独占段階の日本の紡績産業資
本の国内市場活動を製品価格，経路．販売促進の 4つに分けて考察す
る。
(2)独占紡績資本の市場活動
①製品について
独占期の日本紡績業は主に綿糸と綿布の生産を行った。棉花を精紡機に
かけて棉繊維を糸にしたものが綿糸である28)。独占期の日本紡績業による
綿糸製品は生産工程と加工技術などによって，単糸，撚糸，瓦斯糸，混紡
綿糸，落綿糸および水車紡糸に区分することができる。「精紡機にかけて
一方向に撚り輿へた糸」を単糸という 29)。撚糸とは単糸を 2本以上撚りあ
わせた糸である30)。また，紡績で仕上げたわずかの単糸または撚糸には毛
端が絡み付いている。この毛端を焼いて取った糸を瓦斯糸という 31)。混紡
綿糸とは棉と棉以外の繊維を混紡した糸である32)。落綿糸とは原棉を紡績
する際に飛び落ちたいわゆる落棉を集めて，それを原料として紡出した糸
をいう 33)。ちなみに，水車紡糸は紡績工場の落棉，屑棉などを原料として
水車を動力とする臥雲式という簡単な機械で紡いだ太い，粗悪な糸で，三
河紡糸，臥雲糸ともいわれている34)。これらの綿糸製品のなかに，混紡綿
糸を紡出する時はアメリカ棉とインド棉または中国棉，あるいはインド棉
27)有沢広巳編，前掲書,313ペー ジ。
28)司法省調査部，前掲書， 32ペー ジ。
29)同上書， 32ペー ジ。
30) 31)同上書， 33ペー ジ。
32) 33)同上書， 34ペー ジ。
34)同上書， 35ペー ジ。
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と中国棉というふうに，繊維素の比較的良いものと悪いものとを混合する
のである。また，原棉と落棉を混合することもある。このように．混紡と
いう日本紡績業の独特な生産技術は棉花相場の変動に円滑に対応できて，
生産コストの削減にも効果的であったため，開発された目的が専ら経済上
の理由にあったと指摘されている35)。なお，水車紡糸は三河矢矧川流域地
方のみで生産され．在来の手紡糸に似た特徴があるといわれている36¥
「番手」は綿糸製品を市場での流通に向けて．生産工程上で採用された
一般的な区分法である。正確にいうと．「番手」とは「手」とも称し綿糸
の太さを表すものである37)。綿糸の「番手法」においては．英国式「番手」
と大陸式「番手」との2種がある38)。戦前期日本の紡績業は近代的紡績を
日本に導入する当初より．英国式「番手法」を採用したのである39)。英国
式「番手法」は 1紹（糸の長さ840砥）の重量が1対度（約120匁）のもの
を1番手と称し．糸が細くなり 1対度の目方に含まれる紹の数が多くなる
のにしたがって番手数も多くなっていく 40)。この英国式「番手法」は， 日
本のみならず機械制紡績業の発祥地であった英国はもちろん．当時の紡績
業の先進国であったアメリカ． ドイツ．イタリアおよび中国でも採用され
て叫機械制綿糸の世界基準だったといっても過言ではない。
日本紡績業は日露戦争までに太番手綿糸の生産が中心であったが．生産
技術が熟練して，需要家の嗜好が向上していくにつれ，日露戦争後から第
1次世界大戦に至るまでに．太番手より次第に中番手および細番手の生産
に移るようになった。日本紡績業における綿糸生産の推移を見ると, 1904 
年の中番手と細番手の生産高は総生産高のわずか7.5%にすぎなかったが，
1913年には12.9%に進み．さらに第 1次世界大戦中の1918年には23.3%へ
と増加し42>, 1920年代中頃に23番手以上の中番手・細番手綿糸が総生産高
35)司法省調査部．前掲書,32ペー ジ。
36) 37) 38)同上書,36ペー ジ。
39)深沢甲子男『紡績業と綿糸相場』同文舘, 1926年,294ペー ジ。
40) 41)司法省調査部．前掲書,36ペー ジ。
42)同上書,62ペー ジ。
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の3~4割を占めた43)。独占段階の日本紡績業では精紡機が綿糸の生産工
程に使用されるようになった。精紡機には「リング」と「ミュール」の 2
種がある44)。「リング」は堅錘精紡機とも称し，連続的に運転して糸に充
分撚をかけ，強力かつ均斉のとれた糸を造れるため，当時日本の紡績会社
はほとんどこの「リング」精紡機を用いた45)。一方，「ミュール」は加撚
作業と捲取作業とを別々に行うものである。間歌的に紡糸するので，「リ
ング」と比べて生産性が低いが，撚度や弾性などにおいて「リング」に勝
るため，当時の日本紡績業は太番手の特殊高級糸の紡出にこの「ミュー
ル」を使用していた46¥
綿布は綿織物の俗称であり，経緯2種の綿糸を直角に上下に交錯し，一
定の幅と長さに連続組織したものと定義されている47)。日本の紡績会社が
織布を兼営するようになったのは1889年からのことである。 1889年当初は
200台の織機で綿布の生産が始まったが， 1919年に織機の保有量は44,401
台へと増加した48)。また，綿布の生産高も1898年の28,652,016砥から1919
年の739,390,012砥と増え，さらに 4年後の1923年にはなんと1,000,708,892
砥を記録したのである49)。紡績会社の織布兼営では生産規模の拡大だけで
はなく，品質の進歩も顕著であり，初め頃の太糸生地綿布のみの生産が次
第に細綾や瓦斯金巾などの細地高級品へと拡張した50)。とはいえ，独占期
の紡績会社による織布の特徴は生地シャーチングおよびその他の標準生地
綿布の大量生産にあった51)。織布兼営の紡績工場に据付けられている織機
はどれも広巾機であり，かつ力織機であった52¥
戦前期日本の紡績業各社は創業当初から，登録商標が商品イメージを定
43)三瓶孝子『日本綿業発達史』岩崎書店， 1947年， 170ペー ジ。
4)司法省調査部前掲書， 43ペー ジ。
45) 46)同上書， 43ペー ジ。
47)同上書， 78ペー ジ。
48)同上書， 87~88ペー ジ。
49)同上書， 8ペー ジ。
50) 51) 52)同上書， 89ペー ジ。
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着させ，会社の信用を高め維持するために大切なものだと認識していた。
鐘淵紡績が社章として使用していたスビンドルを輪切りにした図案は創業
時の1889年に，綿糸の生産に際して製品の商標として作られ，同年の 5月
15日に農商務大臣に提出して， 7月31日付けで登録された53)。独占期にお
いては，紡績各社は自社製品に製造銘柄を付けて他社製品と差別化を図ろ
うとしたのである。 1926年の大阪三品取引所の「綿糸格付表」によると，
鐘淵紡績による綿糸製品のなかでは，「藍魚標」と「釣鐘標」右撚16番手
綿糸や「関西製釣鐘標」左撚20番手綿糸が他社の同種製品より「優等」と
評価され，「格上げ」「標準品」および「格下げ」などの格付ランクにおい
て「格上げ」と評された54)。綿布に関しては，当時の名古屋綿糸取引所の
「銘柄清算取引上場物件組合せ表」をみてみると，鐘淵紡績による「竹虎
標」綾木綿や「九龍標」粗布や「千鳥標」二巾金巾などは上場物件として
知られていた55¥
②価格について
綿糸の生産原価は原料代と生産費の 2つの要素から成り立っている56¥
原料代は番手別にみた綿糸 1梱当たりの原棉所要高によって算出され
る57)。独占期の日本紡績業は優れた混棉技術を有し，エジプト，アメリカ，
インドおよび中国などの世界各地の棉花が綿糸の生産工程に取り入れられ
るようになったため，それは，その 1,棉種別にみた原料棉花100斤当た
りの相場を調べ，その 2'棉花の混合割合を基準としてそれに相当する値
段を算出し，その 3,混棉100斤当たりの代価を基準として綿糸 1梱当た
りの混棉代価を算出するという順序でなされていた58)。一方，綿糸の生産
費には固定資本の利子および償却費，流動資本の利子，従業員の賃金など
53)鐘紡株式会社社史編纂室，前掲書， 25ペー ジ。
54)深沢甲子男，前掲書， 306~307ペー ジ。
55)同上書 324~330ペー ジ。
56)司法省調査部，前掲書， 62ペー ジ。
57) 58)同上書， 62ペー ジ。
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の諸給与と優待費および募集費などの従業員に関する費用．動力費，作業
費，営業費などが含まれた。この生産費は番手の相違や品質の優劣に左右
され．会社によって一様ではなかった59)。当時においては，原棉代が綿糸
の生産原価の大部分を占めたため．原棉相場の変動が直ちに綿糸相場に影
響したのである60)。
綿糸相場と生産原価の差額は紡績会社側の差引利益となる61)。当時の綿
糸相場は綿糸の取引が行われた大阪の三品．東京の杉の森．名古屋の名古
屋綿糸布などの取引所によって左右された62)。取引所側は各紡績会社によ
る綿糸製品を番手別に分類し．同種類製品に対して品質に基づき標準品を
定め．それより優等のものを「格上げ」とし．劣等のものを「格下げ」と
し．対等のものを「相当品」とする63)。各ランクの綿糸製品の価格は市場
の需給動向に応じて変動する。当時の綿糸価格の変動について．商人によ
る投機も 1つの要因であると指摘されている64¥
綿布の価格に関しては．基本的には綿糸と同じようなメカニズムがみら
れる。ただし．原料として使用されるのが綿糸であるとはいえ．原棉相場
の変動が間接に綿布相場に影響を及ぼしたのである65¥
こうして．綿糸布の価格は原棉価格をはじめ，生産費と製品の需給関係
などによって変動するが．急激な綿糸布価格の下落から紡績業者と綿糸布
商の損失を免れるため．大阪の三品市場や東京の杉の森市場や名古屋の綿
糸布取引所は綿糸布価格を公定する機関であっただけでなく．保険といわ
れる綿糸布価格の安定を図る役割も兼ねたのである66)。実際のところ．紡
績連合会は操業短縮を行うことによって綿糸布の需給関係を調整し価格の
安定を図ることもしばしばであった67)0 
59) 60) 61)司法省調査部，前掲書， 63ペー ジ。
62)深沢甲子男前掲書， 300ペー ジ。
63) 64)同上書， 305ペー ジ。
65)同上書， 42ペー ジ。
66)同上書 119ペー ジ。
67)同上書， 245-247ペー ジ。
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③経路について
独占段階の日本紡績業に対して，国内向け綿糸の取引業者は業態別に分
ければ元売商（問屋と俗称する）と中間卸売商と小売商の 3種となる68)。
元売商とは紡績会社より直接に綿糸を仕入れて，それを中間卸売商または
小売商あるいは家庭内手紡者に販売する第 1次の卸売商である69)。この業
者は国内の各地域別に法的な組合を結成していた。東京，浜松，名古屋，
京都，大阪の 5地域にそれぞれの元売商による 5つの組合があり，元売商
を営む者はすべてこれらの組合に加入していた。この 5つの組合と綿糸の
輸出を業務内容とする貿易商による輸出綿糸布同業会の合計6つの組合
は， 日本綿糸商組合連合会 (1930年2月頃に創立）という中央団体を結成
した70)。連合会が創立された際に，紡績連合会の加盟会社による綿糸製品
は国内向けのものに限らず輸出向けのものも含めて， 日本綿糸商組合連合
会に所属する組合員に販売されなければならないという紳士協定が結ばれ
た71)。なぜ，紡績会社が綿糸の販売権を日本綿糸商組合連合会に与えたか
については，元売商が日本紡績業の発展をもたらすために， これまで綿糸
販売に尽力した功績に報いるためであるといわれている72)。元売商は仲間
同士の取引を自由に行える一方，紡績会社から仕入れた綿糸を中間の卸売
商に販売するのみならず，織布，晒，染加工などの業者にも直接に販売し
た。元売商が卸売商を経ずに小売商と直接取引することは極めて少なかっ
た73)。総じて，織布，晒，染加工などの業者への直接販売は数量的に中間
の卸売商との取引よりも多かった74)。
次に，中間の卸売商とは元売商から仕入れた綿糸を小売商または織布，
晒染加工などの業者に販売する 2次的な卸売商である75)。中間の卸売商
は元売商による組合のような法的な組織をほとんど持っていなかった76¥
元売商は紡績会社から直接に仕入れることができたのに対し，中間の卸売
68) 69)司法省調査部，前掲書， 70ペー ジ。
70) 71) 72)同上書， 71ペー ジ。
73) 74) 75) 76)同上書 72ペー ジ。
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商にはそれができなかった。中間の卸売商同士の間では，いわゆる仲間取
引は自由に行われていた77)。
小売商は一般の家庭内手紡者を相手に綿糸の小売を行う業者である78)。
小売商は法的組織を全く持っていなかった。綿糸だけではなく，小売商は
毛糸や綿や絹糸や針や袋物など綿糸以外の商品をも取扱ったのである79)0 
綿糸を取扱う業者は上述の元売商，中間の卸売商と小売商のほかに，な
お元売商と中間の卸売商に隷属する綿糸仲立人（綿糸ブローカー）がい
た。この仲立人は元売商または中間の卸売商の各所属組合に信認金を収
め，その組合に公認されて同組合に専属するものである80)。当時の仲立人
には，元売商または中間の卸売商間のいわゆる仲間取引を仲介することだ
けが許可された。仲立人の手数料は売主負担が原則であり，金額がそれぞ
れの取引につき任意に協議することとなっていたが，元売商間の取引を仲
介する場合に限って，組合との申し合わせによって， 20番手綿糸 1梱につ
き22銭 40番手綿糸が42銭 60番手が65銭と確定されていた81)0 
当時の名古屋地方に織元という業者が多くいた。織元は綿糸の売買を目
的とするものではないが，綿糸が元売商から機業家の手に渡る中間に介在
して，綿糸を元売商から仕入れて賃織業者に委託して製織するのを専業と
するものであった82)。この織元は織機を持っておらず，すべて賃織業者に
委託加工させ，いわば製織を目的とするため，綿糸取扱業者ではなく機業
家の一変態とみられていた83)0 
綿糸の受渡場所については，元売商，中間の卸売商，小売商を通してど
れも庭離れまたは庭渡しといわれる売主の店舗を引渡し場所とするのが当
時の商慣習上の原則であった84)。とくに，反対の意思表示がない限り，売
主の店舗で引渡すことになっているため，売主の危険負担は商品が売主の
77) 78) 79)司法省調査部，前掲書， 72ペー ジ。
80) 81) 82)同上書， 73ペー ジ。
83)同上書 74ペー ジ。
84)同上書， 77ペー ジ。
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店舗を離れるまでであった。売買代金の建値のなかには商品の引取運賃は
含まれていなかった。代金の支払時期は現品引渡の当月末または 2ヵ月払
いが多かった85)。
綿布製品は中央および地方の問屋を通じて．小売商または布吊品製造業
者の手へ渡り，そして一般家庭消費者へは小売商に販売させたのである。
そのほかに．綿布製品は買継商の手を経て中央問屋へ渡り．または中央お
よび地方の問屋が賃加工業者に委託して晒．染加工などを行ったうえで．
小売商および布吊品製造業者に販売されることもあり．中央問屋を経ず直
接に地方問屋に販売される場合と，中央問屋から地方問屋を経ず直接に小
売商．布吊品製造業者に販売されるルートなどがあった86)。当時の国産綿
布の大部分は東京，大阪，名古屋と京都の4大都市の問屋に集中されたた
め，この 4大都市が綿布の 4大集散地といわれていた87)。紡績会社によっ
て作られた綿布を取扱う業者は業態別に分類すれば問屋という卸売商と小
売商の 2つであるが，地方の問屋では小売商を兼業するものがみられたの
に対し' 4大集散地にある問屋では小売商を兼業するものが全くなかっ
た88)。買継商は問屋の一種であり．地方に散在している小規模の織布業者
の製品を買い集めて問屋に売り込むことを業とするものであった89)。した
がって．独占紡績資本の綿布製品の販売には買継商によるルートはほとん
ど関わっていなかったことがわかる。
綿布販売に関しては，問屋取引の受渡場所は地方の相手と取引する時に
売主の庭渡しとし，市内の相手とは売主の指定場所渡しとすることが記録
されている90)。代金の支払時期は市内取引なら現金払いとし．着荷と引換
え（もし着荷が銀行の閉店時間後であれば翌日中）．地方取引なら30日ま
たは60日渡りの手形払いが普通であった91)。
85)司法省調査部，前掲書， 78ペー ジ。
86)同上書， 107ペー ジ。
87)同上書， 104ペー ジ。
88) 89)同上書， 105ペー ジ。
90) 91)同上書， 109ペー ジ。
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④販売促進について
「人気の冷熱如何に依ると綿糸相場は綿糸自体の環境を無視して昂騰し
或は下落する。人気は一大威力を持つものであるから遇々此の人気を察知
して相場の波瀾に先立ったものは勝利者となり之に逆行したもの乃至は遅
れたものは計らざる失敗をば演ずる92)」と，深澤甲子男氏は1926年の著書
において人気を群衆心理と認識したうえで，綿糸販売における人気の重要
性を論じた。独占期の日本紡績企業は如何にして自社綿製品に対する人気
を上昇させ，販売活動を展開していくかについて，戦前期の日本紡績業を
代表する鐘淵紡績の事例を取り挙げてみよう。
1)広告宣伝の活用
鐘淵紡績における広告宣伝への重視姿勢は紡績業の独占体制が確立され
る前に現われた。 1901年，鐘淵紡績は機械を外国の方式どおりに働かせ，
インド棉を中国棉より多く生産工程に取り入れて，品質が一段と高まった
綿糸を作り出した。しかし，この綿糸はこれまでの綿糸と比べて，綿の繊
維がよく撚り込まれたため，「鐘紡の糸は他社の糸に比べて痩せている93)」
と非難され，他社の綿糸と同じ値段では買ってくれない事態が生じた。市
場から厳しく評価されたものの，鐘淵紡績は他社に迎合して不本意な綿糸
を造ることをせずに，自社製品に自信を持って広告宣伝に努めた。鐘淵紡
績は自社製品の見本を綿糸問屋に配布したうえで， 1903年，全国の機屋に
向かって「鐘紡製糸鐘印懸賞試験に関する既定」を発表し，他社の綿糸と
の優劣を比較してその結果と意見を懸賞付きで求めた94)。ちなみに，応募
が233件に達し，鐘淵紡績の綿糸は市場に認知されるようになった95)。
そればかりではない。鐘淵紡績は家庭内で手織を成す者が1回に少量の
綿糸しか買えないことを視野に入れて，宣伝の 1方法として，全国の需要
者に向かって品質に対する認識を改めてもらうために，各工場の製品 1玉
92)深沢甲子男，前掲書， 121ペー ジ。
93)鐘紡株式会社社史編纂室，前掲書， 97ペー ジ。
94) 95)同上書， 98ペー ジ。
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ごとに証明書を添付した96)。こうして．製品の改良点などを指摘された場
合は謝礼をする旨が明記されたため，幅広く需要家の声が集約され．市場
調査の役を果たした。
当時の鐘淵紡績は新聞広告を自社製品の宣伝と会社イメージの向上のた
めに積極的に利用した。「鐘紡が当時比較的短い年月の間に関西において
第2流の紡績会社でありましたものを遂に覇を称えるに導くことができ
たのは新聞広告を利用した点による97)」と，当時の支配人であった武藤山
治氏が語った。
2)サービス・ステーションの拡充
1924年．鐘淵紡績は販売サービスを重視する具体策として．自社製品の
宣伝のために大阪の心斎橋に「カネボウ・商品陳列所」を開設した。その
後同陳列所を拡充するために「鐘紡製品宣伝株式会社」を設立し,1931 
年から鐘淵紡績の直系事業として「鐘紡サービス株式会社」と社名を変更
した98)。鐘淵紡績は消費動向を的確に把握すると同時に．素材の良さを消
費者にアビールしなければならないと考えた。製品の販売経路において．
消費者と製品の素材が直接に接触することが不可能である点がサービス会
社の設立を企画させた背景だとみられている99¥
3 戦前期日本紡績業の
萌芽的マーケティングとしての国内市場活動
これまで，独占体制下の戦前期日本紡績業の国内市場活動を考察してき
た。本節においては，独占体制下の戦前期日本紡績業の国内市場活動が萌
芽的マーケティング活動であったかどうかについて究明したい。
96) 97)鐘紡株式会社社史編纂室，前掲書， 100ペー ジ。
98)同上書， 249ペー ジ。
99)同上書， 250ペー ジ。
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(1)戦前期日本の産業構造における紡績業の先行性
戦前期日本の紡績業は，西洋資本主義からの防衛に特に必要なものとし
て発展してきた。強兵は軍事工業の振興とすれば，「富国は，差し当たり，
わが国を西洋諸国に劣らず富ませようという内容をもっているが， しかし
これをもっと掘り下げて行けば，結局は衣料品を中心とする大量消費財を
自ら生産し，輸入のないようにする 100)」ことである。当時の日本と諸外
国の経済関係をみると，その大量消費財は綿糸や綿布などの綿製品である
ことに違いはない。戦前期日本における綿製品の生産を担う紡績業は外国
で発達した生産様式をそのまま移植し，初めから国内経済の消化しえない
規模であった。綿製品の最も大きな消費市場であるべき農村部において
は，生活水準が低く，購買力も相当に低かった。一言でいえば，戦前期の
日本紡績業は「日本国民経済の枠の内では手足を伸ばして成長することの
できない異常児として生まれたのであった101)」。貧弱な国内綿製品市場，
または綿製品の流通過程はほとんど伝統的な商業資本に握られた環境のな
かで，戦前期の日本紡績業は約半世紀の歳月をかけて，国内の他産業より
いち早く世界の頂点をのぼりつめた。その要因については，国家の保護や
中国などの綿製品消費大国と隣接することや労力の豊富と労賃の低廉や第
1次世界大戦による発展スペースの拡大などの客観的な要素はいうまでも
ないが，紡績業界が自ら世界紡績業の発展動向を視野に入れ，欧米先進国
における企業経営や市場開拓などに関する理念を積極的に吸収したことが
最も重要な側面だと考える。
鐘淵紡績を取り挙げてみると，経営者であった武藤氏は1912年に，アメ
リカ留学時代の各種の知見と欧米の模範的工場での実験を生かし，アメリ
カのF・ティラーの提唱した「科学的管理法」の精神を取り入れて，管理
上の「ムダ，ムラ，ムリ」の排除を目指す「科学的操業法」を策定して実
100)鐘紡株式会社社史編纂室．前掲書. 10ペー ジ。
101)同上書,26ペー ジ。
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施した102)。F・ティラーの「科学的管理法」が「ティラーシステム」と
して有名になったのは1910年頃であったのに対し，鐘淵紡績がそれを導入
したのは 2年後のことであった103)。「科学的操業法」は大正半ばからほか
の紡績企業にも導入され，他業界の先駆をなした。なお，マーケティング
管理なる概念は，アメリカでは1920年代にF・ティラーの科学管理法の適
用として登場してきたのである。ホワイトの「科学的マーケティング管
理」はその代表とされている104)0 
(2)戦前期日本紡績業における国内市場活動の本質
独占段階に入った戦前期日本の紡績業は大量生産体制と国内市場の狭陰
さとの矛盾に直面するなかで，綿製品の輸出と「在華紡」進出による海外
市場への拡張が余儀なくされた。とはいえ． こうした動向は決して国内綿
製品市場の開拓を妨げるものではなかった。紡績各社による国内市場への
綿糸供給量（国内綿糸生産高一綿糸輸出高）は1911年の844,258梱から
1919年の1,690,450梱となり， 1926年に2,402,197梱へと増加した。国内市場
への綿布供給量（国内綿布生産高一綿布輸出高）をみると. 1911年にはわ
ずか127,164千ヤードにすぎなかったが, 1923年に236,390千ヤードに達し
た105)。国内市場向けの綿製品供給の増加には国内市場規模の拡大が反映
されているが． このことは紡績各社が国内市場活動に努めたことを物語っ
ている。
前節において．独占段階の日本紡績業の国内市場活動を製品．価格．経
路販売促進に分けて考察した。価格については．コスト面から生産者に
よってなされるコストプラス方式がみられた。確かに．コストを基準にす
ると収益の安定性と確実性が大きくなり．価格競争を避けて価格の均一性
と硬直性を維持しやすくなるが．需要の変化が無視され．操業度の変化に
102) 103)鐘紡株式会社社史編纂室，前掲書， 129ペー ジ。
104)今井俊ー ・山下高之編『現代企業の管理構造』ミネルヴァ書房，1983年，134ペー ジ。
105)長岡新吉．前掲書,24~25ペー ジ。
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対応した利潤率の確定がしにくくなることが難点とされていた。いずれに
せよ，紡績独占資本は紡連によって独占価格を成立させようとしたのであ
る。紡連が不況に際して操業短縮を実施し，一方的な価格吊り上げに努め
たが， このことは管理価格の枠内においてのでき事にほかならない。
独占紡績資本の形成によって国内外市場においての綿糸流通は日本綿糸
商組合連合会に握られるようになり，独占形成一般にまつわる販売経路の
変貌をもたらした。中間商業の一定範囲での排除がみられるものの，「昭
和6年という早い時期に，紡績会社自身のリスク負担で市場開発を行うと
いったことは皆無であった106)」とされ，戦前期日本の紡績業は中間商人
を完全に排除し，自らの販売網を構築するまでに至らなかったことは認め
ざるを得ない。
販売促進に関しては，鐘淵紡績を事例として広告宣伝とサービス・ス
テーションの設阻などを取り挙げてみた。紡績企業は販売活動の対象であ
る買い手に対して，新聞広告を利用してニーズや欲求を喚起することに
よって自社商品を購買するように仕向け，いったん商品が購買されたなら
ば，商品 1玉に証明書を添付することなどを行い，買い手による自社商品
の反復購買を強化するように働きかけた。需要の刺激と創造および維持を
目指して，戦前期日本の紡績業は実に今日の販売促進に劣らない買い手側
とのコミュニケーション活動を行ってきたのではないかと考えられる。
戦前期日本の紡績業は販売促進において，消費者の声と消費者の要望を
重視する姿勢が現われたが，イギリスなどのヨーロッパ諸国のわずか 8分
の 1ないし10分の 1の賃金（労働時間当たり）で全産業労働者の37.3%
（人絹工業の労働者を含む）を雇っていた107)。独占的紡績企業は独占利益
を獲得する一方，消費者でもある紡績業労働者を極めて低い生活水準にお
いたのである。両者の間の収奪と被収奪の関係は結果的に生産と消費の矛
盾を深化させた。
106)鐘紡株式会社社史編纂室，前掲書， 248ペー ジ。
107)名和統一『日本資本主義と貿易問題』黄土社， 1948年， 164-166ペー ジ。
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ところで，森下二次也氏は日本の流通機構について，自由競争段階から
独占段階への移行につれて，商業組織から配給組織へと変貌したとされ，
その状況下で市場問題の解決を迫られた独占資本は国内市場の一層の開拓
よりも海外市場への進出を志向し，マーケティングはほとんど展開されな
かったと指摘されている 108)。本稿で考察した独占段階に入った戦前期日
本の紡績業の国内市場活動は「独占資本の市場獲得・支配のための諸活動
の総称である」というマーケティングの概念を萌芽的に含むものだと考え
る。もちろん，今日のマーケティングの捉え方からみれば，戦前期日本の
紡績業による国内市場活動は体系的なマーケティング活動とはいえない
が，戦前期日本の紡績業による国内市場活動は戦後日本の体系化された
マーケティングと対比して，萌芽的マーケティングだと位置づけることが
できよう。
4 おわりに
本稿は戦前期日本の紡績業の萌芽的マーケティングを考察したものであ
る。しかし． 日本のマーケティング史研究において， こうした戦前期の萌
芽的マーケティングがどのような位置にあるのかは課題として残されたま
まである。日本におけるマーケティングの成立の時期に関しては， 1955年
に日本生産性本部がアメリカから導入したとする戦後導入説と戦前期生成
説に分かれている。これに対して，戦後の高度成長期にアメリカから体系
化したマーケティングが日本に上陸し展開されたことは間違いないが．戦
前期日本の萌芽的マーケティングの経験は戦後日本のマーケティングの発
展にとってその基礎となり．その手法が，一部戦後日本の本格化された
マーケティング活動に継承されたのではないかと考える。なお．これに基
づいて． 日本におけるマーケティングの歴史を再検討し， 日本のマーケ
ティングの発展を論証することは今後の研究課題である。
108)森下二次也『現代の流通機構』世界思想社， 1984年， 120ペー ジ。
